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京都市1に求温憤イヒ対策条例第lS条第 lI R (第 1 8条第2項、第18条第3項)の 規定により提出 します。

特定軍業者の
主たる業種

一般乗用旅客自動車運送事業

該当する事業
者要件

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原抽に換

算して1,500キログットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック

スはパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両160両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (そのfLの温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に瑛算して3000ト ン以上))

『

「

計 画 期 間 平成 18 年  4 月 平成 20 年 3 月

基 本 方 針
各種エネルギー消費効事の改善により、C02削 減を目指す。

推 進 い 常1 専務を本部長とする地球温暖化対策本部の設置を実通計画の策定 年 度ごとの推進管理システムを格案する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 唐 備  対 象  工 樫 等 国  内  容

1 8～ 1 9 営業部門
F【 Ⅲ fuⅢ ″ 型中方どのは車 4ヽ■ IEヤ■か″` し!募 町 ′ “ トツ/″ ム ドタノ"ヽ ″
3%口 出を出'市■

18～ 19 営業部的
陛米と口 しく控筋0い クスInttrtし た【,C卜 の代“t,iめ ると向いてこ 折 ″スの 「け や懸Itのm=【 四0■ "題 J●

なⅢiFt口 を,1さ捜さ栄とする

18～ 10 本社ビル 宮瞬りる■■日切 0帥 おItな どにより電気工和ウヤーXびガスのお■■め0"角1技を日篤す。

温宣効果〃ス
の排出還等 排出区分

基 準 午 慎 (兵ぼ ,

(16)年 度
〔と能化波掛R算 くヽ ))

日瞬 午 震 計ヽ 四 ,

(■9)年 度
〈二酸化炭素基猟 (t))

ロリ限 学

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 109 878  t 106 58  t ▲ 3 0 %

B輸 送車両排出区分 3,61691 t 4,834 58  t 31 78%

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 tr 1            3,626 788  t 2           4,741 16  1 3073%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減畳
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組 重 等 〔=段 に凛韓換凍 (1

奈林の保全及び整備 (雑衛ru村) ha 鍛 収耐 t

府内産の木材の利用 く利Л,D 五
〕 (削減0 t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売従R) kvh (削減丘〉 t

く夕7峡ヽ爺n) 6」 く首4捜使〉 t

グ,― ン電力の購入 研 人無〉  l     kvh
〈nt減こ〉 t

削減童等合計 一 t

差 引排 出量

(伸はヽ命R'一削減奇合計)

基準年度 (実練) 目標年度 く計画) 削減率 (計画)

■ 1 t 【つ
一●0 t %

特 記 事 琴 ※LP6冥 家恒1こついては 1と
=O b6kgで 褒身。

※B輸 送車両排出区分目棟年度 〈計画)に ついて【i 営 業用車両 (タクシー)の LPC消 費とのみ平成 16年 度の稼

働率を100ノ ミーセントとした換算撹 〈二酸fヒ炭素換第位 4, 777 44)の 3%滅 。

(平成 16年 度の平均稼効率はイ257パ ーセント)
今後 稼 働率が上がる見込みのため全体の排出量は増加が予測されるが、上記の取り組みにより台当りのLPC消 費

功事の向上を目指す。
※平成 17年 9月 本 社ピルにおいて1 2踏 系疑分としてガスヒー トメンブエアコンの省電カタイプをキ入し、電
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